
農地法第３条許可申請について 
 

農地を耕作目的で売買、贈与、貸借する場合には、農地法第３条に基づく許可が必要です。 

この許可を受けないでした売買や、貸借権の設定等の行為は、法律的に無効であり、所有権移

転等の登記ができませんのでご注意ください。 

平成２４年４月１日の農地法第３条一部改正により、従来都道府県知事が許可権限を有してい

た案件についても、農業委員会が許可を行うこととなりました。 

 

☆農地法第３条の主な許可基準 
農地法第３条に基づく許可を受けるためには、次の全ての要件を満たす必要があります。 

（個人申請の場合） 

① 申請者又は世帯員等が農作業に常時従事すること。 

② 今回の申請地を含め所有している農地または借りている農地の全てを効率的に耕作するこ

と。 

③ 今回の申請地を含め、耕作する農地の合計面積が下限面積以上であること。この下限面積と

は、許可後に経営する農地面積のことで、いすみ市は市内全域２０ａ以上です。 

④ 申請地周辺の農地利用に影響を与えないこと。 

（法人の場合） 

一般の法人等も一定の要件を満たす場合は貸借権を設定し農業への参入ができることになりまし

た。 

しかし、農地の所有権を取得して農業に参入できる法人は農業生産法人に限られています。詳細

につきましてはご相談ください。 

 

☆許可申請書・添付書類（証明書類は、申請前３ヶ月以内のもの） 
１． 土地の登記事項証明書…千葉地方法務局いすみ出張所で取得して下さい。 

・土地の登記事項証明書の所有名義人と譲渡人が異なる場合 

（１）相続登記未了の場合… ①相続関係図 ②戸籍謄本 ③除籍謄本 ④相続放棄申述受

理謄本、遺産分割協議書又はこれに代わるべき同意書等の書面を添付して下さい。 

（２）住所移転の場合…譲渡人の現住所が土地の登記事項証明書に記載された住所と異なる

場合は住民票・戸籍の附票の写し等住所の移動が分かる書類を添付して下さい。 

２． 公図の写し…千葉地方法務局いすみ出張所又はいすみ市役所税務課で取得して下さい。 

３． 案内図（住宅地図等）…申請地が判るように記入して下さい。 

４． 営農農計画書…同一世帯内での権利設定・移転の場合は不要です。 

５． 契約書の写し…使用貸借契約書、賃貸借契約書の写しを可能な場合、許可後に添付して下

さい。 

６． 委任状…申請人が代理人の場合に添付してください。 

７． 農業経営の実態証明…譲受人の住所が市外の場合に添付して下さい。前もって住所地の農

業委員会で証明書を発行してもらって下さい。 

８． 住民票…譲受人、譲渡人両名の住民票を添付してください。 

※いすみ市在住の方でも必要になります。 

 

９．身分証明書 （運転免許書、マイナンバーカード等） 

  ※申請者又は代理人 

 

 



☆申請から許可までの流れ 

１． 申請書の受付 

毎月２１日から２５日(土日、祝日を除く)とします。 

２． 現地調査 

会長、地区担当農業委員、農業委員会事務局による現地調査を行います。 

３． 農業委員会総会 

毎月５日前後に農業委員会総会にて許可・不許可についての決定を行います。 

４． 許可書の交付 

申請書受付から許可までの標準処理期間は、２１日です。農業委員会後、同月内に許可書の

交付となります。 

農業委員会事務局から申請者様にご連絡いたします。認印をご持参のうえ、農業委員会事務

局まで受領にお越しください。 

 

問い合わせ先          

いすみ市農業委員会事務局 

電 話０４７０－６２－１２８１ 

ＦＡＸ０４７０－６３－１２５２ 
 



農 地 法 第 ３ 条 受 付 申 請 書 

 
                    連絡先 氏 名    

電 話    

 

 

申

請

者 

 住     所 氏    名 

譲受人 番地      

譲渡人 番地      

申   請   内   容 

物件の表示 

大 字 字 地 番 登記地目 面 積 

    ㎡ 

    ㎡ 

    ㎡ 

    ㎡ 

    ㎡ 

計画の終始 自 令和  年  月  日 ～ 至 令和  年  月  日 

転用事由  

転用目的  

３条移動の理由 

譲受人  

譲渡人  

移動の内容 

自小作別 売買価格 資金計画 その他 

自  小 
 

／10a 

自己資金 

借入資金 
 

 

事

務

局

確

認 

振興ｾﾝﾀｰ 

進達日 

県許可 

受取日 
許可書交付者 許可書受取人 転確受取人 

・ ・ ・ ・ 
・  ・ 

 

・  ･ 

 

･  ･ 

 

 

 



 

 

 

様式第１号                                       農業委員会受付                

 

農地法第３条の規定による許可申請書 

 

 下記〔 農地 ・ 採草放牧地 〕について       を［ 設定 ・ 移転 ］したいので、農地

法第３条第１項許可を申請します。 

 

令和   年   月   日 

 

 いすみ市農業委員会会長 様 

                                         申請人 

                                          譲受人 氏名（名称）                   

 

                                          譲渡人 氏名（名称）                   

 

記 

１ 申請当事者の氏名（名称）、住所、職業及び年齢（国籍等は、所有権を移転する場合に譲受人のみ記載して下さい。） 

 

 

当 事 者 氏  名 年齢 職業 現    住    所 国籍等 

 

在留資格

又は特別

永住者 

譲 受 人    

 

 

電話連絡先   －   － 

 

 

譲 渡 人    

 

 

電話連絡先   －   － 

 

 

 

 

２ 許可を受けようとする土地の所在、地番、地目、面積、利用状況、普通収穫高及び耕作者の氏名又は名

称 

 

所在・地番 

地目 

面  積 

10 アール 

当り普通 

収穫高 

利用 

状況 

所有者氏名 

（名 称） 

利  用  者 

（所有権以外の使用収益

権が設定されている場合） 
備考 

登 

記 

簿 

現 

況 

氏   名 

（名  称） 

利 用 

権 原 

          

 

３ 権利を設定し、又は移転しようとする事由の詳細 

 

 

 

４ 権利を設定し、又は移転しようとする契約の内容 



５ 権利を設定、移転しようとする当事者及びその世帯員が現に所有し、又は使用収益権を有する農地及び

採草放牧地の面積並びにこれらの者が権原に基づき現に耕作又は養畜の事業に供している農地及び採草放

牧地の面積 

 

 

譲     受     人 
譲  渡  人 

所  有  地 借 入 地 
経営地 

①＋④ 自作地 

① 

貸付地 

② 

その他 

③ 

現に耕作中の

土地 
④ 

その他 

⑤ 

自作地 

① 

借地 

② 

貸付地 

③ 

経営地 

①＋② 

田 

畑 

樹園地 

計 
採草放牧地 
山林その他 

          

 

 

６ 権利を取得しようとする者又はその世帯員（構成員）がその耕作又は養畜の事業に従事している状況及

びその労働力以外の労働力に依存している状況（法人にあってはその法人のその耕作又は養畜の事業に係

る労働力の状況） 

 

 氏   名 年齢 権利取得者との続柄 職業 
農作業従事

日数 
備  考 

世
帯
員
（
構
成
員
） 

      

 

常
雇 

      

季節雇・臨時雇 年間延日数                   日 

 

 

７ 農地法第２条第 3 項に規定する農業生産法人の要件に係る事項 

  

別紙を確認する。 

 

８ 権利を取得しようとする者及びその世帯員の農機具及び家畜の保有状況 

 

数量      種類 
    

確保済み   所有 

      リース 

    

導入予定   所有 

      リース 

 

(資金繰りについて) 

    



９ その法人の業務を執行する役員のうち、その法人の行う耕作又は養畜の事業に常時従事する者の役

職名及び氏名並びにその法人の行う農業への従事状況（農地法第３条第３項の適用を受けて農業生産法

人以外の法人が同条第１項の権利を取得しようとする場合のみ記載する。） 

 

氏名 役職名 

農業従事状況 

〔その法人が農業（労務管理や市場開拓等も含む。)を 

行う期間：年     箇月〕 

当該事業に参画・関与している期間 

  
年        箇月(直近の実績) 

年        箇月(見込み) 

  
年        箇月(直近の実績) 

年        箇月(見込み) 

  
年        箇月(直近の実績) 

年        箇月(見込み) 

 

10 その他参考となるべき事項 

 

 

 

（記載要領） 

1. 申請者の欄について、個人が氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

記１については、法人の場合にあっては名称、代表者氏名、主たる業務の内容及び主たる事務所の所在地

を記載のこと。ただし、その法人が市町村、農業協同組合及び農地保有合理化法人にあっては、主たる業

務の内容は記載しなくてもよい。 

2. 記２については、登記簿上の所有名義と現在の所有者が異なるときは備考欄に登記簿上の所有者を記入す

る。 

3. 記４については、権利を移転し又は設定しようとする時期、対価、賃借料等の給付の種類及び額、契約期

間等を明示すること。水田裏作の目的に供するための権利の設定にあっては、水田裏作として耕作する期

間の始期及び終期並びに当該水田の表作及び裏作の作付に係る事業の概要をあわせて記載すること。 

4. 記５については、「自作地」「借地」欄には、権原に基づき現に耕作又は養畜の事業に供しているものを、

「所有地」のうちの「その他」欄には、農業経営を委託しているもの及び不耕地等その所有者及びその世

帯員により現に耕作又は養畜の事業に供されていないものをそれぞれ記載する。「その他」欄に記載され

るものがある場合には、その理由を欄外余白に付記すること。 

5. 記６については、その農業経営に必要な農作業がある限りその農作業に常時従事しているかどうかを備考

欄に記載すること。 

6. 記７については、権利を取得しようとする者が農業生産法人である場合は別紙により記載すること。 

7. 記８の「農機具保有状況」については、現に使用しているものについて記入し、その性能等できる限り詳

細に記入する。 

また、導入予定のものについては、自己資金、金融機関からの借入れ（融資を受けられることが確実なも

のに限る）等資金繰りについても記載する。  

8. 区分地上権が設定される場合にあっては、記５、記６及び記８の記載を要しないが、当該事業又は施設の

設置によって生ずる当該土地及び周辺土地、作物、家畜等の被害の防除施設の概要と関係権利者との調整

の状況を「その他参考となるべき事項」欄に記載する。 

9. 農業生産法人が、従たる事務所（支店、支所、分場等）の所在地において耕作又は養畜の事業を行うため、

農地及び採草放牧地の権利を取得しようとする場合には、記５、記６及び記８の各事項について、法人全

体に関するものの他、その他従たる事務所における該当事項についても、「その他参考となるべき事項」

欄に記載すること 

10.国籍等は、住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）第 30 条の 45 に規定する国籍等（日本国籍の場合

は、「日本」）を記載するとともに、中長期在留者にあっては在留資格、特別永住者にあってはその旨を併せ

て記載してください。法人にあっては、その設立に当たって準拠した法令を制定した国（内国法人の場合は、

「日本」）を記載してください。



 

様式第３号 

 

営  農  計  画  書 

 

 

１ 申請土地選定理由 

 

 

 

２ 年間作付計画 

 

 

 

３ 年間収支計画（※新規に農業経営を行う場合のみ記載） 

 

 

 

 ４ 生産物の処理方法（出荷先を明記すること。） （※新規に農業経営を行う場合のみ記載） 

 

 

 

 ５ 農機具、作業場、倉庫等の確保方法（※新規に農業経営を行う場合のみ記載） 

 

 

 

 ６ 通作距離等（※住所のある市町村の区域外にある農地等に係る申請の場合のみ記載） 

 

  （１）通作距離                 ｋｍ 

 

  （２）通作時間            時間    分 

 

  （３）通作方法（交通手段） 

 

 

 

（記載要領） 

 １ 「２ 年間作付計画」は、時期ごとに作付する作目を区分し、その農作業に従事する予定延日数を記

載すること。 

 ２ 「３ 年間収支計画」は、作物の栽培から販売等にかかわる収支について概算額を記載すること

作 付 時 期 作    目 農作業従事延日数 

月頃～     月頃  約      日 

生  産  経  費 生  産  収  益 

項  目 金 額（円） 項  目 金 額（円） 

 １ 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

  １ 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 

計 
 

計 
 



 

委  任  状 

 

 

 代理人 住 所                     

     

  氏 名                     

     

  連絡先                     

 

 

 私は、上記の者を代理人と定め、下記不動産の農地法第３条の許可申請に関する一切

の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

 いすみ市                                   

 

 

令和   年   月   日 

 

  委任者住所                  

     

  委任者氏名                  

     

 

 


